
決
算

　

平
成
27
年
度
決
算
が
９
月
市
議
会
定
例
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
本
市
で
は
、「
共
汗
」「
共
学
」「
共
生
」
を
基
本
理
念
に
、
市
民
の
皆
さ
ま
と

と
も
に
「
こ
こ
ろ
豊
か
な
ふ
る
さ
と
白
石
」
の
実
現
に
向
け
て
、「
人
・
暮
ら
し
・
環
境
が
活
き
る
交
流
拠
点
都
市
づ
く
り
」
を
推
進
し
ま
し
た
。

　

今
月
号
で
は
、
平
成
27
年
度
決
算
の
あ
ら
ま
し
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

平
成
27
年
度
の
一
般
会
計
歳
入
歳
出

決
算
は
、歳
入
が
１
9
７
億
８
、５
２
０ 

万
円
、
歳
出
が
１
９
２
億
８
、４
２
５ 

万
円
で
、
差
し
引
き
は
５
億
９
５
万
円

と
な
り
ま
し
た
。

　

こ
の
中
に
は
平
成
28
年
度
へ
繰
り
越

し
た
事
業
に
使
用
す
る
財
源
が 

８
、３
４
６
万
円
あ
り
、
こ
れ
を
除
い

た
実
質
収
支
額
は
４
億
１
、７
４
９
万

円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。
こ
の
う
ち

２
億
８
８
０
万
円
を
基
金（
市
の
貯
金
）

に
積
み
立
て
、
残
り
を
平
成
28
年
度
に

繰
り
越
し
ま
し
た
。

　

第
五
次
総
合
計
画
の
５
年
目
は
、
子

育
て
環
境
・
学
校
教
育
の
充
実
、
定
住

促
進
事
業
の
ほ
か
「
白
石
市
ま
ち
・
ひ

と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
」
に
基
づ

く
地
方
創
生
事
業
を
推
進
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
東
日
本
大
震
災
関
係
経
費
は

16
億
２
、９
９
３
万
円
。
こ
の
う
ち
震

災
で
被
災
し
た
下
水
道
管
の
復
旧
に
対

す
る
下
水
道
事
業
会
計
補
助
金
が
７
億 

７
、７
５
２
万
円
や
仙
南
ク
リ
ー
ン
セ

ン
タ
ー
整
備
事
業
に
対
す
る
仙
南
地
域

広
域
行
政
事
務
組
合
負
担
金
が
５
億 

２
、６
１
３
万
円
、
震
災
等
緊
急
雇
用

対
応
事
業
の
８
、６
４
６
万
円
な
ど
が

主
な
も
の
と
な
り
ま
す
。

　

平
成
27
年
度
末
の
市
債
残
高
は
一
般

平成27年度決算
平
成
27
年
度

会
計
で
１
０
８
億
６
、０
５
４
万
円
と

前
年
度
末
よ
り
５
億
７
、５
３
１
万
円

（
５
・
６
％
）の
増
加
。
平
成
27
年
度
も

地
方
交
付
税
の
市
債
振
り
替
え
を
は
じ

め
、
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
整
備
事
業
な

ど
の
た
め
、
23
億
５
、２
９
５
万
円
を

借
り
ま
し
た
が
、
そ
の
返
済
金
の
約
５

割
は
、
国
が
翌
年
度
以
降
の
地
方
交
付

税
で
支
払
い
を
約
束
し
て
い
ま
す
。

　

市
債
は
主
に
、
道
路
の
整
備
費
用
や

施
設
の
建
設
費
用
な
ど
の
長
期
間
に
わ

た
っ
て
利
用
さ
れ
る
公
共
事
業
に
充
て

ら
れ
、
世
代
間
の
負
担
を
公
平
に
す
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

財
政
状
況
が
良
好
か
ど
う
か
を
示
す

も
の
の
一
つ
に
、「
健
全
化
判
断
比
率
」

が
あ
り
ま
す
。こ
れ
は
４
つ
の
指
標
で

財
政
の
状
態
を
判
断
す
る
も
の
で
、国

が
定
め
る
基
準
を
超
え
る
場
合
は
、財

政
再
建
の
た
め
の
計
画
を
立
て
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。

　

本
市
の
場
合
、
平
成
27
年
度
の
決
算

で
は
、
基
準
を
超
え
る
指
標
は
あ
り
ま

せ
ん
で
し
た
。

　

財
政
状
況
は
、
基
金
残
高
（
貯
金
）

が
減
少
傾
向
に
あ
り
、
人
口
減
少
に
伴

う
市
税
の
減
収
で
さ
ら
に
深
刻
な
状
況

に
な
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
ま
す
。
今
後

も
効
率
的
で
質
の
高
い
行
政
サ
ー
ビ
ス

を
持
続
す
る
た
め
に
健
全
な
財
政
運
営

に
努
め
ま
す
。

市
債（
借
入
金
）

白
石
の
財
政
は
大
丈
夫
？

平
成
27
年
度
決
算
の
状
況

貯金および繰り越し

～
健
全
で
安
定
し
た
財
政
運
営
に
努
め
て
～

「
人
・
暮
ら
し
・
環
境
が
活
き
る
交
流
拠
点
都
市
づ
く
り
」
を
実
施

内　　　　　容 白石市 早期健全化基準
（黄色信号）

財政再生基準
（赤信号）

実質赤字比率【一般会計などの赤字の割合】 赤字なし 13.42% 20.00％

連結実質赤字比率【特別会計などを含めた全会計の赤字の割合】 赤字なし 18.42% 30.00％

実質公債費比率【年間の借金返済額などの割合】 6.6% 25.0％ 35.0％

将来負担比率【将来負担が見込まれる負債などの割合】 将来負担なし 350.0％

▪健全化判断比率▪資金不足比率（公営企業）

公営企業名 資金不足比率 経営健全化
基準

水 道 資金不足なし 20.0%

下 水 道 資金不足なし 20.0%

※資金不足比率：公営企業会計ごとの資金
不足額の事業収入に対する割合

一　般　　　会　計
※市民１人当たりの額は、人口35,391人（平成28年３月31日現在）

で除して算出しています。 歳出総額
192億8,425万円

前年度比33億3,734万円（20.93%）増
項　目 白　石　市 県内13市平均

歳 入 決 算 額 559,046円 1,096,139円
　 う ち 市 税 110,865円 115,288円
歳 出 決 算 額 544,891円 939,837円
市 債 残 高（借 金） 306,873円 460,742円
基 金 残 高（貯 金） 204,642円 589,105円

地方交付税 61億1,337万円 30.9%

市税
（内訳）
市民税
固定資産税
市たばこ税
都市計画税
軽自動車税
入湯税

39億2,363万円

16億   289万円
18億3,477万円
2億5,803万円
1億3,326万円

8,537万円
931万円

19.8%

★

★

市債 23億5,295万円 11.9%

国庫支出金 20億2,189万円 10.2%

繰入金 16億9,598万円 8.6%

県支出金 9億8,934万円 5.0%

諸収入 6億9,188万円 3.5%

その他 19億9,616万円 10.1%

民生費 47億6,896万円 24.7%

総務費 29億7,076万円 15.4%

衛生費 25億7,649万円 13.4%

土木費 24億1,580万円 12.5%

教育費 22億5,313万円 11.7%

公債費 18億9,994万円 9.9%

商工費 10億6,833万円 5.5%

消防費 4億8,773万円 2.5%

農林水産業費 4億4,449万円 2.3%
その他 3億9,862万円 2.1%

システム更新経費および生活保
護費の増額などにより9,480万
円増加しました。

★都市計画税および入湯税の主な使い道
　都市計画税　�下水道事業会計補助金、道路

新設改良事業など
　入湯税　　　観光振興、消防施設の整備など

▪基金残高（貯金）の内訳
　●財政調整基金　27億7,743万円
　●減債基金　　　 7億 434万円
　●その他特定目的基金
 　　　　　　　　  37億6,073万円

▪市民１人当たりの決算額

区　分 歳　入 歳　出 差し引き

国 民 健 康 保 険 50億   786万円 46億3,512万円 3億7,274万円

介 護 保 険 34億9,102万円 33億5,145万円 1億3,957万円

後 期 高 齢 者 医 療 3億9,662万円 3億8,557万円 1,105万円

▪特別会計

収支区分
水道事業会計決算 下水道事業会計決算

収　　入 支　　出 収　　入 支　　出

収益的収支
（営業活動に係る収支）

9億8,435万円 8億5,323万円 10億5,912万円 11億6,033万円

資本的収支
（施設の建設や改良に係る収支）

3億2,131万円 4億6,313万円 13億8,849万円 16億4,115万円

▪企業会計

歳入総額
197億8,520万円

前年度比31億4,547万円（18.90%）増

▪市民１人当たりの歳出額
　＝544,891円（H26：444,414円）

民生費 134,751円 総務費 83,941円

高齢者福祉
事業や医療
費、保育園
運営など

財産の維持
管理、税金
の賦課など

衛生費 72,801円 土木費 68,260円

検診事業や
予防接種、環
境保全など

市 道 の 維
持・整備や
公営住宅管
理など

教育費 63,664円 公債費 53,684円

小中学校や
公民館・図
書館の運営
など

道路や施設
を造るときな
どに借りた
お金（市債）
の返済金

商工費 30,186円 消防費 13,781円

商工業振興
や観光活性
化事業な

消防団運営
や消防施設
の整備など

農林水産業費 12,559円 その他 11,264円

農業振興支
援や生産基
盤整備など

議会費や労
働費、災害
復旧費など

▪市債残高（借金）の推移

※臨時財政対策債：国の財政事情により地方
交付税として交付する財源が不足した場合
に、その補てん財源として発行する市債で
あり、後年度の償還財源は国が措置します。

各地方公共団体の財政力を合理
的に測定するために算定された
歳出額と歳入額を比較して、歳
入額が不足する場合に国が一定
のルールに従い配分するお金

震災復興特別交付税の増額など
により、5億2,057万円増加し
ました。

差し引き5億95万円から2億880万円を貯金し、2億9,215
万円を平成28年度の歳入として繰り越しました。
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■市債残高計
■うち臨時財政対策債

10,461

4,4794,054

10,859 10,473

4,926

10,285 10,861

5,206 5,334

財政調整基金積立金およびシス
テム改修経費の増額などにより
8億481万円増加しました。

固定資産税が減額したことなどから
2,994万円減少しました。

学校給食センター整備事業などの財源とし
て、市債を発行したことから14億1,343万円
増加しました。
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